
予算額 担当課

（総務理財関係）

【拡充】 債権管理適正化事業 20,511 納税課

【拡充】 税システム運用事業 9,561 納税課

【拡充】 電子市役所推進事業 7,218 ＩＣＴ戦略課

（文教消防関係）

【拡充】 消防施設営繕事業 92,110 消・総務課

【新規】 松山圏域消防指令共同運用基礎調査事業 3,099 消・通信指令課

【拡充】 笑顔あふれる学校づくり推進事業（「ふるさと松山」創造プラン） 33,700 学校教育課

【拡充】 幼保小中連携推進事業 50,312 学校教育課

（債務負担行為）

【拡充】 障がい等のある子どもの「学校生活支援員」活用支援事業 154,606 学校教育課

消防活動の拠点となる消防署等の機能を維持するため施設整備等を行う。
令和2年度は、大規模災害時に発生する大規模停電に備え、外部からの燃料供給なしで72時
間、非常用電源が稼働出来るよう、災害活動の基幹となる4消防署本署及び中央消防署北条
支署の燃料タンク等を整備する。

令和２年度 公約関連事業を除く新規・拡充事業

事　　業　　概　　要

国民健康保険料などの一部の滞納事案について、納税課による一体徴収により効果・効率的
な債権回収を推進するほか、徴収担当者を対象とした研修会を実施するなど、未収債権のよ
り確実な回収に取り組む。
令和2年度は、自力執行権のない債権（非強制徴収公債権、私債権）の回収・整理を推進する
ため、弁護士委託を導入する。

市税の適正かつ公平な課税及び徴収の推進を図るため、税総合情報システムの運用等を行
う。
令和2年度は、定型的な事務作業の一部にRPA（業務の自動化）を活用することで業務の効率
化を図る。

「松山市情報化推進指針」に基づき、情報セキュリティレベルの維持・向上を図り、ＩＣＴの積極
的な活用によって業務の効率化と市民の利便性向上に取り組む。
令和2年度は、AIやRPAの先進技術を活用した業務を拡大し、事務効率の向上による職員の
働き方改革を推進するとともに、持続可能な行政サービスの提供を目指す。

将来にわたって持続可能な消防体制を整備・確立するため、松山圏域の消防本部（松山・伊
予・東温・久万）での消防通信指令管制システムの共同運用について、システム機能など様々
な面から検討するため基礎調査を行う。

子どもや地域の実態に即して、各学校等の創意工夫を生かした教育活動や教育委員会が最
優先の教育課題として設定したテーマへの取組を展開するため、幼稚園や小中学校へ支援を
行う。
令和2年度からは、新学習指導要領で小学校の外国語教育の授業時間が増加するため、外
国語アシスタントの支援時間を増やす。

現行の6・3制の枠内で小中学校の連携教育のあり方について研究を進め、幼稚園・保育所か
ら小学校1年生、小学校6年生から中学校1年生へ進学する時期に見られる問題（いわゆる小1
プロブレム、中1ギャップ）の解消や子どもの発達段階を考慮した連続的な学びを推進すること
により、学力の向上やコミュニケーション能力の育成を目指す。
令和2年度は、スクールバスの老朽化対策や柔軟な運行を図るため、日浦小・中学校の大型
バス1台をマイクロバス2台に買い替えるとともに、興居島小学校のマイクロバス1台を買い替え
る。

事項 期間 限度額

日浦小中学校及び興居島小学校
通学用バス運行業務委託

H29～R2年度 21,900

障がい等のある子どもや日本語理解が困難な帰国子女や外国人児童生徒など、学校生活で
の支援が必要な児童生徒に対して、学校生活支援員を活用する各学校を支援する。
令和2年度からは、学校生活支援員を10名増やし、日本語支援の活動の上限時間を560時間
から630時間に引き上げる。



予算額 担当課事　　業　　概　　要

【新規】 小学校施設マネジメント事業 74,270 学習施設課

【新規】 中学校施設マネジメント事業 46,668 学習施設課

【新規】 公民館施設マネジメント事業 85,000 学習施設課

【新規】 番町公民館耐震改築事業 26,204 学習施設課

【新規】 子ども安全安心対策推進事業 3,897

（市民福祉関係）

【拡充】 松山市防犯協会防犯灯設置補助事業 41,400

【拡充】 マイナンバーカード交付事務事業 512,153 市民課

【新規】 「松山市総合窓口センター」リニューアル事業 41,898 市民課

【拡充】 ひとり親家庭等自立支援事業 [松山市子ども健全育成分以外] 91,422 子育て支援課

【拡充】 市立幼稚園預かり保育事業 16,052 保育・幼稚園課

【拡充】 A類定期予防接種事業 1,102,326 保健予防課

（債務負担行為）

令和2年11月に、総合窓口センターが開設して20周年を迎えるにあたり、本館1階フロアの通路
をフラット化するほか、窓口の待ち人数をスマートフォン等で確認できる窓口案内システムへの
更新を行い、市民の利便性向上を図る。

長寿命化計画に基づき、小中学校及び公民館施設の老朽化状況や将来需要に応じて、適切
な時期に適切な規模で改修等を行い、長寿命化を図ることで、財政的に持続可能な範囲で、
安心・安全な施設整備を行う。

耐震診断の結果、必要な耐震性能を満たしていない番町公民館を改築し、耐震性能を確保す
る。

教育支援
センター事務所

子どもたちの安全を確保するため、スクールガード・リーダーを発掘・養成するとともに、地域の
見守り活動の指導・助言や研修会を開催し、資質向上及び活動の強化を図る。

市民参画
　まちづくり課

安全・安心なまちづくりを進めるため、町内会・自治会等が管理する防犯灯の蛍光管取替経費
を助成するほか、新規設置や器具取替で器具のＬＥＤ化を進める。
令和2年度は、中島・興居島など島しょ部のＬＥＤ化を計画的に実施する。

「マイナンバーカード」の交付申請について、国の機関が直接受付する方式に加え、市の窓口
でのカード申請用顔写真無料撮影サービスや、市内の企業団体等を対象に、市職員が出張
し、一括で申請を受け付ける出張申請等、多様な申請機会を確保し、市民の利便性向上と「マ
イナンバーカード」の取得促進を図る。
令和2年度は、マイナポイントの開始に伴い、交付件数の大幅な増加が見込まれるため、会計
年度任用職員を増員するほか、支所・企業団体等への出張申請を行うために、新たに業務委
託を実施する。

ひとり親家庭等の自立促進を図るため、相談への対応や資格取得のための支援を行うことな
どにより、生活支援・就労支援を行う。
令和2年度は、子どもの貧困対策についての計画を策定し、同対策の推進を図る。

保護者の急用や就労等による長時間保育のニーズに対応し、子育て支援の環境を整備する
ため、教育時間終了後や長期休業中に預かり保育を実施する。
令和2年度からは、石井幼稚園で新たに教育時間開始前の預かり保育を実施する。

予防接種法に規定されたA類疾病（麻しん風しん等）の発生及びまん延を予防するため、定期
予防接種を実施し、市民の健康の保持及び増進を図る。
令和2年10月からは新たにロタウィルスを定期予防接種に追加する。

事項 期間 限度額

予防接種ワクチン
供給業務委託

R元～2年度 618,000



予算額 担当課事　　業　　概　　要

（環境下水関係）

【拡充】 浄化槽設置整備事業 77,925 環境指導課

【新規】 小規模下水道施設計画策定事業【小規模下水】 4,046 下水道政策課

（産業経済関係）

【拡充】 中小企業振興円卓会議運営事業 5,050 地域経済課

【拡充】 （公財）松山国際交流協会運営補助事業 83,452

【拡充】 国際交流推進事業 17,268

【拡充】 新たな森林経営管理制度推進事業 20,314 農林水産課

【新規】 農道施設長寿命化事業 2,500 農林土木課

中小企業振興円卓会議が実施する中小企業振興につながる取り組みに対して支援を行う。
令和2年度は、新たに、一時的に松山に住む女性等と企業マッチングのための部会に対して
支援を行う。

下水道事業計画区域外を対象に、単独処理浄化槽・くみ取りから合併処理浄化槽への転換に
対して費用の一部を助成し、設置を推進することで公共用水域の水質保全を図る。特に、水質
汚濁の著しい河川流域の地区を「水質改善優先整備地区」と位置付け、重点的に設置を推進
している。
令和2年度からは、単独処理浄化槽からの転換を推進するため、配管工事費への補助額を上
乗せする。

大浦地区農業集落排水施設を健全に維持するため、機能診断調査及び最適整備構想の策定
を行う。

観光・
国際交流課

中学生の海外派遣や在住外国人の支援等、市民の国際交流の機会を創出し、地域の国際
化、多文化共生の推進に取り組む松山国際交流協会に対して運営費の補助を行う。
令和2年度は、フライブルク市制900周年を記念した関連イベント等に参加するほか、台北市と
本市の大学生の交流を行う。

観光・
国際交流課

姉妹・友好都市を中心に国際交流を推進するとともに、国際性豊かな人材育成や国際交流の
機会を創出することで、松山市の国際化を図る。
令和2年度は、フライブルク市制900周年を記念して開催されるイベントに、松山市訪問団が参
加する。

平成31年4月に施行された森林経営管理法に基づき、森林所有者に対し、所有する森林の経
営や管理に関する意向調査を実施する。
令和2年度からは、森林環境譲与税を活用し、重信川・立岩川等の流域森林で、放置されたス
ギ・ヒノキの間伐を行い、水源かん養及び土砂災害防止等、公益的機能を高め、地下水の確
保につながる健全な森林を造成する。

農道橋の長寿命化のため、計画的に点検・補修を行えるよう、個別施設計画を策定する。


